
  

  

【表紙】   

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成19年6月27日 

【事業年度】 第110期(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

【会社名】 昭和電線ホールディングス株式会社 

【英訳名】 SWCC SHOWA HOLDINGS CO., LTD 

  

【代表者の役職氏名】 取締役社長  富 井 俊 夫 

【本店の所在の場所】 東京都港区虎ノ門一丁目1番18号 

【電話番号】 (03)5532-1911(代表) 

【事務連絡者氏名】 総務統括部法務課長  古 川 勝 彦 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区虎ノ門一丁目1番18号 

【電話番号】 (03)5532-1911(代表) 

【事務連絡者氏名】 総務統括部法務課長  古 川 勝 彦 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町2番1号) 



１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成18年6月29日に提出した第110期（自平成17年4月1日至平成18年3月31日）有価証券報告書の記載事項の一部に誤

りがあったので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものである。 

  

２ 【訂正事項】 

（訂正事項１） 

第一部 企業情報 

 第５ 経理の状況 

  １ 連結財務諸表等 

  （１）連結財務諸表 

   注記事項 

   （リース取引関係） 

  

（訂正事項２） 

第一部 企業情報 

 第５ 経理の状況 

  ２ 財務諸表等 

  （１）財務諸表 

   注記事項 

   （リース取引関係） 

  

  

 



３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示している。 

（訂正事項１） 

第一部 企業情報 

 第５ 経理の状況 

  １ 連結財務諸表等 

  （１）連結財務諸表 

   注記事項 

   （リース取引関係） 

（訂正前） 

  
 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
        

  
取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

機械装置 

および運搬具 
894 254 640 

工具・器具・

備品 
1,368 748 619 

無形固定資産 973 401 571 

その他 35 11 23 

合計 3,271 1,415 1,855 

        

 

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

機械装置 

および運搬具 
1,564 372 1,192 

工具・器具・

備品 
1,303 617 686 

無形固定資産 1,167 464 703 

その他 29 10 19 

合計 4,066 1,464 2,601 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定している。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定している。 

  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 581百万円 

１年超 1,274 

合計 1,855 

  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 710百万円 

１年超 1,890 

合計 2,601 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

  

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

  

３ 支払リース料および減価償却費相当額 

  

支払リース料 581百万円 

減価償却費相当額 581 

３ 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 668百万円 

減価償却費相当額 668 

４ 減価償却費相当額算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

４ 減価償却費相当額算定方法 

同左 



（訂正後） 

  
 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
        

  
取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

機械装置 

および運搬具 
894 254 640 

工具・器具・

備品 
1,368 748 619 

無形固定資産 973 401 571 

その他 35 11 23 

合計 3,271 1,415 1,855 

        

 

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

機械装置 

および運搬具 
1,564 372 1,192 

工具・器具・

備品 
1,303 617 686 

無形固定資産 1,167 464 703 

その他 29 10 19 

合計 4,066 1,464 2,601 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定している。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定している。 

  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 581百万円 

１年超 1,274 

合計 1,855 

  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 710百万円 

１年超 1,890 

合計 2,601 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

  

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

  

３ 支払リース料および減価償却費相当額 

   

支払リース料 581百万円 

減価償却費相当額 581 

３ 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 668百万円 

減価償却費相当額 668 

４ 減価償却費相当額算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

  

４ 減価償却費相当額算定方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 92百万円 

１年超  802 

合計   895 



（訂正事項２） 

第一部 企業情報 

 第５ 経理の状況 

  ２ 財務諸表等 

  （１）財務諸表 

   注記事項 

（リース取引関係） 

（訂正前） 

  

  

 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

  
取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

機械装置 254 51 202 

工具・器具・

備品 
606 276 330 

ソフトウエア 258 107 150 

その他 36 8 27 

合計 1,155 444 711 

  

 

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

機械装置 741 59 682 

工具・器具・

備品 
628 252 375 

ソフトウエア 433 126 306 

その他 45 17 28 

合計 1,848 455 1,393 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により、算定している。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により、算定している。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 188百万円 

１年超 523 

合計 711 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 291百万円 

１年超 1,101 

合計 1,393 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

３ 支払リース料および減価償却費相当額 

  

支払リース料 171百万円 

減価償却費相当額 171 

３ 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 226百万円 

減価償却費相当額 226 

４ 減価償却費相当額算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額算定方法 

同左 



（訂正後） 

  

  

  
  

  

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

  
取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

機械装置 254 51 202 

工具・器具・

備品 
606 276 330 

ソフトウエア 258 107 150 

その他 36 8 27 

合計 1,155 444 711 

  

 

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

機械装置 741 59 682 

工具・器具・

備品 
628 252 375 

ソフトウエア 433 126 306 

その他 45 17 28 

合計 1,848 455 1,393 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により、算定している。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により、算定している。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 188百万円 

１年超 523 

合計 711 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 291百万円 

１年超 1,101 

合計 1,393 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。 

３ 支払リース料および減価償却費相当額 

  

支払リース料 171百万円 

減価償却費相当額 171 

３ 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 226百万円 

減価償却費相当額 226 

４ 減価償却費相当額算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  

４ 減価償却費相当額算定方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 92百万円 

１年超  802 

合計   895 
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